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所長挨拶

早稲田大学比較法研究所にようこそ

第 19 代所長 菊池馨実（所長期間：2014 年 9 月～2016 年 9月）

早稲田大学比較法研究所は、1958 年、日本及び諸外国の法制度の比

較研究を行い、日本の法学研究及び法学教育に貢献することを目的と

して設立されました。設立以来今日に至るまで、各国の法制度に関する

資料の体系的な収集整備に努め、法令、判例及び法律関係雑誌の蓄積は、

日本国内屈指の規模を誇っています。設立当初、欧米各国を中心とす

る法制度の研究を中心に行ってきた比較法研究所の活動は、日本の経済社会の発展と、日本固有の法制

度の展開に伴い、次第に欧米各国やアジア諸国への日本の法制度の発信にも重きを置くに至っています。

比較法研究所には、兼任研究所員がおり、いずれも早稲田大学の専任教員で構成されています。

また学外の研究者を招聘研究員として招いております。さらに、中国社会科学院法学研究所、精華大

学法学院、メルボルン大学比較法国際法研究所、デューク大学ロースクール、マックス・プランク外

国・国際刑法研究所、韓国法制研究院、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン（UCL）と箇所間協定を

締結し、交換研究員を受け入れています。その他にも、早稲田大学国際部国際課などを通じて、訪問

学者、外国人研究員等を受け入れています。

比較法研究所では、共同研究プロジェクトが行われ、兼任研究所員及び招聘研究員による活発な比

較法研究が行われています。また月に 2 回程度の頻度で、各法分野の最先端で活躍する全世界の法学

研究者を招いて公開講演会を開催しています。これらの研究成果は、『比較法学』『比較法研究所叢書』

として定期的に刊行されています。さらに日本の法制度と法律学の海外への発信を目的として、英文

による「Waseda Bulletin of Comparative Law」を毎年発行しているほか、最近では、WEB サイトを

利用した英文情報発信事業に力を入れており、最新立法・重要判例の紹介や学界の最新動向などを、

学界の第一線で研究活動を行っている研究員が執筆し、随時掲載しています。

こうした研究活動のほか、2014 年より、比較法研究所全体の研究プロジェクトとして、「持続可能

社会への転換期における法と法律学の役割～アジア・リージョナル法を展望して」というタイトルの

共同研究を行っています。この研究は、絶え間ざる経済成長を不可欠の前提として発展を遂げてきた

現代国家が、自然資源の枯渇を早め、生産と労働の過剰を帰結した反省に立ち、将来世代も視野に入

れた持続可能社会への転換を図り、経済・社会・環境の三つの要素のバランスを取りつつ調整するた

めの法と法律学の役割を考察しようとする取組みです。こうした研究は、自然環境問題にみられるよ

うに、日本国内はもちろんのこと、国民国家を超えたレベルでも切実に求められているといえましょ

う。そのモデルケースとして、EUという実験に学びながら、アジアの領域でのリージョナル法の展開

を構想しています。このプロジェクトは、前・比較法研究所所長である楜沢能生教授（現・早稲田大

学法学学術院長）の構想によるものであり、それを受け継いで引き続き展開するものです。

こうした様々な研究活動を通じて、比較法研究所は、世界各国の法学研究者と日本の法学及び法学研究

者を結びつける「窓」として、積極的に貢献していきたいと念願しています。比較法研究所に対する皆

様の積極的なアプローチを歓迎いたします。
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比較法研究所にようこそ

第 20 代所長 中村 民雄（所長期間：2016 年 9 月～ ）

早稲田大学比較法研究所は 1958 年に設立されました。当初の目的は、

日本及び諸外国の法制度の比較研究を行い、日本の法学研究及び法学教

育に貢献することでした。爾来、日本・諸外国の法制度資料の体系的な

収集整備に努め、法令、判例及び法律関係雑誌の蓄積は、日本国内屈指

の規模を誇っています。しかし、日本の経済社会の発展と日本固有の法

制度の展開に伴い、今日では、欧米各国やアジア諸国への日本の法制度の発信や日本から世界に対し

て普遍的意味を持つ現代の法律学の重要課題の問いかけも目的とするようになりました。

比較法研究所には現在 123 名の兼任研究所員がおり、いずれも早稲田大学の専任教員です。また招

聘研究員として学外の研究者を招いており、その数は 111 名に及びます。さらに、中国社会科学院法

学研究所、精華大学法学院、メルボルン大学比較法国際法研究所、デューク大学ロースクール、マッ

クス・プランク外国・国際刑法研究所、韓国法制研究院、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン（UCL）

と箇所間協定を締結し、交換研究員を受け入れています。その他にも、早稲田大学国際部国際課など

を通じて、訪問学者、外国人研究員等を受け入れています。

比較法研究所の活動には、個別、共同、全体の三種類があります。

１）個別の活動としては、月に 2回程度の頻度で、各法分野の最先端で活躍する全世界の法学研究者

を招いての公開講演会などを開催しています。また学界の第一線で活動する個々の研究員が、日

本の最新立法・重要判例の紹介や学界の最新動向などを海外へ発信するために、年刊の英文雑誌

「Waseda Bulletin of Comparative Law」やオンラインに随時公刊する Topics of Japanese Law

（日本法トピックス）を執筆しています。

２）共同の活動としては、現在 20 件の共同研究プロジェクトが行われ、兼任研究所員及び招聘研究員

による活発な比較法研究が行われています。

３）全体の活動としては、全所的研究プロジェクト「持続可能社会への転換期における法と法律学の

役割～アジア・リージョナル法を展望して」を 2014 年から継続しています。この研究は、近代以

降の国家と人々が絶え間ない経済成長を不可欠の前提として社会生活を営んできた結果、自然資

源の枯渇や地球環境の破壊を早め、生産と労働の過剰が生じたことを反省し、将来世代も視野に

入れた持続可能社会への転換を図り、経済・社会・環境の三つの要素のバランスを取りつつ調整

するための法と法律学の役割を考察するものです。経済活動が国家を超えて広がる経済活動のも

たらす諸問題への有効な対処は各国単位、マクロ地域単位、そしてグローバル単位のそれぞれの

法を構想し、相互に補完させる体系的思想を要請しています。もっとも研究が欠けているのが各

国とグローバルの中間にたつマクロ地域単位の法の構想であり、ヨーロッパの EU の経験も参考に

しつつ、アジア・マクロ地域単位の法を構想しようとするのがこの研究です。

こうした比較法研究所の様々の研究成果は、紙媒体においては、『比較法学』『比較法研究所叢書』

『Waseda Bulletin of Comparative Law』として定期的に刊行されています。オンラインにおいては、

Topics of Japanese Law のほか、2016 年より、新たに「比研オンライン・ジャーナル」「比研オンラ

イン・フォーラム」も随時刊行することになりました。

比較法研究所は、各種の研究活動を通じて、世界各国の法学研究者と日本の法学及び法学研究者を

結びつけるフォーラムとなることをめざし、世界に向けて研究交流に大きく扉を開いています。世界

中の研究者の方々からの積極的なアプローチを歓迎いたします。
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共同研究プロジェクト

比較法研究所では、兼任研究所員と招聘研究員による共同研究プロジェクトを行っています。

2016 年度の研究活動は、以下のとおりです。

研究会名（研究課題）／代表者 2016年度の研究活動

外国民事訴訟法研究

加藤 哲夫

比較法の視点から、ヨーロッパ、米国、アジア諸国の民

事手続法の比較研究を目的とし、研究成果を『比較法学』

及び学外雑誌に公刊。

２１世紀憲法変動の下での憲法の規範力

戸波 江二

２１世紀の憲法の変動について、主にドイツとの比較の

観点から、総合的に研究し、ドイツ連邦憲法裁判所判例

研究の月例研究会の実施、研究成果の刊行。

データベース作成を目的としたフランス法

全般の最新動向の分析

今関 源成

研究会の開催（毎週開催）。『フランス法律用語辞典〔第3

版〕』（三省堂、2012年、初版1996年、第2版2002年）の改

訂のための翻訳作業。近年の重要なフランスの立法等の

研究。

国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討

江泉 芳信

研究会の開催（６回、そのうち１回は韓国との共同研究会

アメリカ最高裁判所の研究

宮川 成雄

研究会（１３回）と公開講演会（１回）の開催および研

究成果を『比較法学』に公刊。

英米刑事法研究

小川 佳樹

研究成果を『比較法学』に公刊。

アジア憲法学の比較研究

今関 源成

公開講演会（１回）の開催および研究メンバーの国際シン

ポジウムへの参加（２回）

英米少年法研究

石川 正興

研究会の開催（毎週土曜日）および“Balancing Juvenile

Justice”の翻訳作業（2015年度からの継続）。

経済行政法理論の比較法的研究

岡田 正則

研究会（３回）の開催。研究成果の刊行および学外雑誌

に公刊。

中国裁判事例研究

楜澤 能生

公開講演会（２回）の開催。研究成果を『比較法学』に

公刊。

医事法の総合的研究

甲斐 克則

公開講演会（１回）の開催およびその講演内容を『比較

法学』に収載。国際討論会の開催（１回）。

イギリス最高裁判所研究

中村 民雄

研究成果を学外雑誌に公刊。比研共催の特別セミナー（２

回）および比研共催のシンポジウム（１回）の開催。

国際責任法の研究

萬歳 寛之

国家責任条文の翻訳の確定作業および翻訳のための資料

収集。
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研究会名（研究課題）／代表者 2016年度の研究活動

ＥＵ法最新動向研究

中村 民雄

比研共催の特別セミナー（２回）および比研共催のシンポ

ジウム（１回）の開催。

北欧法制の研究

松澤 伸

研究成果を紀要等に公刊し、また学会報告を実施。

「持続可能社会」法学

楜澤 能生

研究会（３回）およびシンポジウム・公開講演会（各１回

の開催。

人口減少社会における社会法学の総合的研

究

菊池 馨実

労働法各分野を代表する最新裁判例の検討。

国際法の分割化の研究

萬歳 寛之

文献購読と意見交換の実施。

英語使用者のための民法解説に関する研究

西口 元

国際シンポジウム（１回）の開催。

不法行為法改正に向けた基礎的考察

瀬川 信久

ゲストスピーカーを招き研究会を開催。
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学術交流

比較法研究所は、中国社会科学院法学研究所、デューク大学ロースクール、メルボルン大学比較法国

際法研究所、マックス・プランク外国・国際刑法研究所、清華大学法学院、韓国法制研究院、ユニバー

シティ・カレッジ・ロンドンと箇所間交流協定を結んでいます。

このうち、中国社会科学院法学研究所とは、日本（東京）と中国（北京）で定期的に共同シンポジウ

ムを開催しています。

▲ 2013 年度日中共同シンポジウム（会場：北京・中国社会科学院）の様子

▲ 2014 年度日中共同シンポジウム（会場：東京・早稲田大学）の様子
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研究情報発信

比較法研究所では、様々な研究の成果を紙媒体とオ

ンラインとで発信しています。

紙媒体としては、『比較法学』『比較法研究所叢書』

『Waseda Bulletin of Comparative Law』を定期的に

刊行しています。2016年度の刊行実績は、次のとおり

です。

『比較法学』第 50巻 1号、2号、3号

『Waseda Bulletin of Comparative Law』Vol.35

(2015)

なお、『比較法研究所叢書』は、第 43号「持続可能社会への転換と法・法律学 － Law and

Sustainability」が2015年度（2016年）に発行され、第44号は2017年度に発行予定です。

また、オンラインにおいては、それまでの「Topics of Japanese Law」に加えて、2016 年度より、新

たに「比研オンライン・ジャーナル」「比研オンライン・フォーラム」も随時刊行しています。

このほか、比較法研究所では外国人研究者に向けてニューズレターを配信しています（2016年度の配

信は９回）。

▲ 比較法研究所 Web サイト トップページ ▲ 出版物・電子ライブラリのメニュー画面

▲ 比較法研究所のニュース画面 ▲ オンライン・フォーラム画面
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比較法研究所叢書バックナンバー

[叢書1] ガッタリッジ／水田義雄（監訳）『比較法』（1964），1200 円

★ [叢書2] 葛城照三『イギリス船舶保険契約論』（1962），絶版

★ [叢書3] 滝川政次郎『二条陣屋の研究・公事宿の研究』（1962），絶版

[叢書4] ルンプ／有倉・竹内（共訳）『法治国における統治行為』（1964），1000 円

[叢書5] 佐藤立夫『イギリス行政訴訟法の研究』（1968），1500 円

[叢書6] 福島正夫他編『小野梓稿「国憲論網：羅瑪律要」』（1974），4500 円

★ [叢書7] 佐藤篤士『LEX XII TABULARUM：12 表法原文・邦訳および解説』（1969），絶版

[叢書8] 入江啓四郎『開発途上国における国有化』（1974），2300 円

★ [叢書9] チッレ／直川誠蔵訳『社会主義比較法学』（1979），絶版

[叢書10] ペーテルス／内田一郎編訳『西ドイツ現代刑事訴訟・刑法・行刑論文集』（1980），3600 円

[叢書11] 佐藤立夫『現代ドイツ公法学を築いた碩学たち』（1982），4000 円

[叢書12] 西村幸次郎編訳『中国における法の継承性論争』（1983），3700 円

[叢書13] 黒木三郎『比較法社会学研究』（1984），8500 円

[叢書14] 杉山晴康ほか『刑法審査修正関係諸案』（1984），3000 円

[叢書15] 田山輝明編・監訳『西ドイツの新用益賃貸借法制』（1986），3000 円

★ [叢書16] ウィルバー／内田一郎編訳『アメリカ合衆国の連邦最高裁判所：DUE PROCESS OF LAW

の保障』（1986），絶版

[叢書17] 矢頭敏也『英米不法行為判例研究』（1988），4500 円

叢書18] 杉山晴康ほか編『刑法改正審査委員会決議録刑法草案』（1989），3300 円

[叢書19] 土井輝生『Intellectual Property Protection and Management』（1992），10000 円

[叢書20] 矢頭敏也訳編『イギリス法と欧州共同体法』（1992），5000 円

[叢書21] 佐藤篤士『改訂 LEX XII TABULARUM：12 表法原文・邦訳および解説』（1993），5000 円

★ [叢書22] エクハルト・シュタイン／浦田賢治ほか訳『ドイツ憲法』（1993），絶版

[叢書23] フォルカー・ヤコビ／田山輝明監訳『知的・精神的障害者とその権利：研修と実務の手引』

（1996），3500 円

[叢書24] 土井輝生『INTERNATIONAL BUSINESS TRANSACTIONS: CONTRACT AND DISPUTE

RESOLUTION』（1996），8000 円

[叢書25] 小口彦太編『中国の経済発展と法』（1998），7000 円

[叢書26] 外国民事訴訟法研究会編『ヨーロッパにおける民事訴訟法理論の諸相』（1999），5000 円

[叢書27] ジョン・バロース／浦田賢治監訳『核兵器使用の違法性：国際司法裁判所の勧告的意見』

（2001），7500 円

[叢書28] 大須賀明編『国家の法的関与と自由：アジア・オセアニア法制の比較研究』（2001），9800 円

[叢書29] 野村稔・張凌『注解中華人民共和国新刑法』（2002），4900 円

★印のない叢書は在庫がございますので、ご希望の方は比較法研究所事務所までお問い合わせください。

また、表示価格は本体価格で、別途消費税がかかります。★印の叢書は絶版です。
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[叢書30] 早稲田大学比較法研究所編『比較法研究の新段階－法の継受と移植の理論－』

（2003），2900 円

[叢書31] 浦田賢治『Reflections on Global Constitutionalism』（2005），2500 円

[叢書32] 早稲田大学比較法研究所編『日本法の国際的文脈－西欧・アジアとの連鎖－』（2005），

2800 円

[叢書33] 早稲田大学比較法研究所編『日本法のアイデンティティに関する総合的・比較法的研究

－源流の法とグローバル化の法－』（2006），2800 円

[叢書34] 早稲田大学比較法研究所編『比較と歴史のなかの日本法学－比較法学への日本からの

発信－』（2008），4000 円

[叢書35] 松澤 伸訳著『デンマーク司法運営法－刑事訴訟関連規定－』（2008），2500 円

[叢書36] 宮川 成雄編著『アメリカ最高裁とレーンキスト・コート』（2009），3200 円

[叢書37] 早稲田大学比較法研究所編 『比較法と法律学-新世紀を展望して』(2010)，3600 円

[叢書38] ハンス＝ヨアヒム・コッホ編／岡田正則監訳『ドイツ環境法』(2012)，4400 円

[叢書39] ウルリッヒ・ズィーバー著／甲斐克則・田口守一監訳 『21 世紀刑法学への挑戦―グロー

バル化情報社会とリスク社会の中で―』(2012)，4500 円

[叢書40] 木棚 照一編著 『知的財産の国際私法原則研究―東アジアからの日韓共同提案―』

(2012)，4000 円

[叢書41] 吉田 克己＝マチルド・ブトネ編『環境と契約―日仏の視線の交錯』（2014），2778 円

[叢書42] 早稲田大学比較法研究所編『日本法の中の外国法—基本法の比較法的考察—』(2014)，

2778 円

[叢書43] 楜澤能生編『持続可能社会への転換と法・法律学』(2016)，3704 円

★印のない叢書は在庫がございますので、ご希望の方は比較法研究所事務所までお問い合わせください。

また、表示価格は本体価格で、別途消費税がかかります。★印の叢書は絶版です。
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2016年度 シンポジウム参加者

社会人・教職員

約240人（88.9%）

学生

約30人（11.1%）

参加延べ人数：270人以上

シンポジウム・講演会

比較法研究所では、シンポジウム・公開講演会等を通して、その研究成果を研究者だけでなく、広く

学生、社会人にも向けて発信するとともに、学内外との交流を図っています。

比較法研究所が2016年度に開催したシンポジウム（全13回）の参加者数は延べ270人以上（約30人以

上の学生を含む）、公開講演会（全22回）の参加者数は延べ457人以上（約123人以上の学生を含む）

でした。*

また、その内容も、法学の各分野を深く掘り下げるものに加えて、法学以外の専門家も参加する学際

的なものも少なからずあり、現代社会が抱えるさまざまな問題と多角的に向き合っています。

2016年度に13回開催したシンポジウムのうち、7回は法学以外の専門家が加わったシンポジウムでし

た。

*：参加者数の統計は2016年度の途中から開始したため、2016年度の人数は、参加者数を把握できたシンポジウム、

講演会の合計のみを集計しています。したがって、実際の参加者数はこの数字よりもさらに多いと推定されま

す。

2016年度 講演会参加者

学生

約123人（26.9%%）

社会人・教職員

約334人（73.0%）

参加延べ人数：457人以上
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（１）シンポジウム等（１３回）
（★印は専門分野が法学以外の方）

2016年

4月

4月9日

「東日本大震災５年後の現状と福祉社会・まちづくりの仕組みづくりに向けて」

早稲田大学先端社会科学研究所・比較法研究所 共催

報告者他 菊池 馨実 研究所員、早稲田大学比較法研究所長

★本間 茂行 福島県 浪江町副町長

須網 隆夫研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授

日置 雅晴 浪江町支援弁護団団長・元早稲田大学教授

岡田 正則 研究所員、早稲田大学法務研究科教授

西原 博史 研究所員、早稲田大学社会科学総合学術院長

★菅原 昭彦 気仙沼商工会議所会頭

★早田 宰 早稲田大学社会科学総合学術院教授

★土方 政夫 早稲田大学社会科学総合学術院教授

※参加者 35名

4月10日

「日仏における環境法と環境訴訟」

主 催 エックス・マルセイユ大学法政学部ＣＥＲＩＣ（国際ＥＵ研究センター）

後 援 早稲田大学比較法研究所

報告者他 マチルド・ブトネ エックス・マルセイユ大学教員

イヴ・トゥルイレーマレンゴ エックス・マルセイユ大学教員

サンドリーヌ・マルジャン デュボア エックス・マルセイユ大学教員

マリー・ラムロー エックス・マルセイユ大学教員

高村 ゆかり 名古屋大学教授

及川 敬貴 横浜国立大学教授

大塚 直 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

二見 絵里子 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程

7月 7月2日

「アベノミクスの異次元性を問う－『経済と法』の何が破壊されているのか？」

主 催 早稲田大学比較法研究所

共 催 早稲田大学≪企業法制と法創造≫総合研究所

報告者 ★野口悠紀雄 早稲田大学ファイナンス総合研究所顧問

★水野 和夫 法政大学法学部教授

上村 達男 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

楜澤 能生 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

※参加者 168名（含 学生12名）

▲ 「東日本大震災５年後の現状と福祉社会・まちづく

りの仕組みづくりに向けて」(2016.4.9)

▲ 「アベノミクスの異次元性を問う－『経済と法』の

何が破壊されているのか？」(2016.7.2)
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8月 8月 26日

早稲田大学比較法研究所・韓国次世代コンテンツ財産学会 共催

報告者 リ・ギュホ韓国中央大学校法学専門大学院教授、学会会長

ゾン・ウンジュン韓国中央大学校法学専門大学院兼任教授、

ユミ法務法人代表弁護士、副会長

キム・インチョル教授 韓国サンミョン大学校コンテンツ著作権学科、

学会総務理事

チェ・ジンヲン教授 韓国テグ大学校法科大学、学会研究理事

11月 11月 23日

日中刑法シンポジウム「日中刑法典の相違点の分析」

主 催 早稲田大学比較法研究所

講演者 高 銘暄 早稲田大学名誉博士

中国人民大学法学院栄誉一級教授中国法学

会刑法学研究会名誉会長

西原 春夫 早稲田大学第１２代総長

馮 軍 中国人民大学法学院教授

高橋 則夫 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

※参加者 45名（含 学生12名）

12月 12月 4日

原発被災地復興シンポジウム vol.3「帰還後の生活保障体制の整備に向けて」

主 催 早稲田大学比較法研究所

早稲田大学東日本大震災復興支援法務プロジェクト 共催

報告者 ★山川 充夫 帝京大学経済学部地域経済学科教授

人見 剛 研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授

須網 隆夫 研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授

※参加者 30名（含 学生3名）

▲ 日中刑法シンポジウム「日中刑法典の相違点の分

析」(2016.11.23)

▲ 原発被災地復興シンポジウム vol.3「帰還後の生活

保障体制の整備に向けて」(2016.12.4)
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2017年

1月

1月28日

「Brexitとイギリス政治・憲法―不文憲法国の憲法準則と政治実務のズレをめぐって―」

主 催 イギリス最高裁判所研究会（比較法研究所共同研究）

共 催 早稲田大学比較法研究所

報告者 中村 民雄 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

倉持 孝司 南山大学法務研究科教授

★若松 邦弘 東京外国語大学総合国際学研究院教授

小川 有美 立教大学法学部教授

司 会 ★中村 英俊 早稲田大学政治経済学術院准教授

※参加者 45名

2月 2月4日

二国間(日韓)交流事業倒産処理法シンポジウム

共 催 日本学術振興会(JSPS)・韓国研究財団(NRF)・早稲田大学比較法研究所

報告者 金 炯枓 韓国大法院司法政策研究院主席研究委員 

杉本 和士 招聘研究員、千葉大学大学院専門法務研究科准教授

中島 弘雅 慶応義塾大学法務研究科教授

通 訳 金 炳学 招聘研究員、福島大学行政政策学類准教授

崔 廷任 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程

※比較法研究所共同研究「外国民事訴訟法研究」による

2月25日

研究中間報告会「あるべき原子力損害賠償制度とは？」

主 催 コーネル大学マリオ・エイナウディ国際学センター

コーネル大学メリディアン 180共同プロジェクト

早稲田大学東日本大震災復興支援法務プロジェクト共催

早稲田大学比較法研究所

報告者他 ★宮崎広和 コーネル大学教授

アナリース・ライルズ コーネル大学教授

葦名ゆき 弁護士

須網 隆夫 研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授

★高橋 五月 法政大学准教授

▲ 2枚とも「Brexit とイギリス政治・憲法―不文憲法国の憲法準則と政治実務のズレをめぐって―」(2017.1.28)
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3月 3月 5日

研究会「複合的関係・リスクと不法行為」

主 催 科学研究費助成事業「不法行為法の領域分化と制度論的・立法論的研究」

（研究代表者：瀬川 信久研究所員）

共 催 早稲田大学比較法研究所

報告者 大塚 直 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

山口 斉昭 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

後藤 巻則 研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授

瀬川 信久 研究所員、早稲田大学法務研究科教授

3月18日

「コーポレートガバナンス・コードと会社法制－コードの比較法的検討と会社法への熱意を

巡って－」

主 催 早稲田大学比較法研究所

共 催 早稲田大学産業経営研究所、早稲田大学先端社会科学研究所

早稲田大学≪企業法制と法創造≫総合研究所

報告者 川島 いづみ 研究所員、早稲田大学社会科学総合学術院教授

正井 章筰 早稲田大学名誉教授、常葉大学法学部教授

石川 真衣 早稲田大学法学学術院助手

若林 泰伸 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

渡辺 宏之 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

尾崎 安央 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ ★広田 真一 早稲田大学商学学術院教授

上村 達男 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

※参加者 90名（含 学生6名）

3月20日 シンポジウム「児童福祉と司法の間の子の福祉」（共催）

「児童虐待対応における児童福祉と司法の連携を考える―ドイツの最新の大規模調査を通して―」

主 催 早稲田大学法学部（寄付講座）

共 催 早稲田大学比較法研究所

報告者 ★ヨハネス・ミュンダー ベルリン工科大学教授

バルバラ･ザイデンシュトゥッカー レーゲンスブルグ単科大学教授

吉田 恒雄 児童虐待防止全国ネットワーク理事長、駿河台大学教授・学長

3月21日

「共同不法行為論と市場占有率責任」

主 催 科学研究費助成事業「不法行為法の領域分化と制度論的・立法論的研究」

（研究代表者：瀬川 信久研究所員）

共 催 早稲田大学比較法研究所

報告者 アレン・ロストロン ミズーリー大学カンサスシティ校ロースクール教授

ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ 瀬川 信久 研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授

大塚 直 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

▲ 2枚とも「コーポレートガバナンス・コードと会社法制－コードの比較法的検討と会社法への熱意を巡って－」(2017.3.18)
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シンポジウムの開催報告より

シンポジウム 「Brexit とイギリス政治・憲法―不文憲法国の憲法準則と政治実務のズレをめぐって―」

2017 年 1 月 28 日（土）午後 3時から 5 時半

２６号館 地下多目的講義室 （会場参加者 45 名）

司会 中村英俊（早稲田大学准教授）

報告１ 中村民雄（早稲田大学教授） ― 討論１ 倉持孝司（南山大学教授）

報告２ 若松邦弘（東京外国大学教授）― 討論２ 小川有美（立教大学教授）

成果の概要

このシンポジウムでは、2016 年の国民投票以降、EU脱退（Brexit）の道を進み始めたイギリスでの訴訟を中心に、

法学と政治学の視点から報告と議論がなされた。

▼中村 民雄 教授

まず中村民雄は、Brexit 訴訟の経緯を紹介した。（国民投票後、政府は脱退通知を政府一存

でできると考えていた。市民がこれを違法と確認するよう求める訴訟を提起した。2016 年 11

月 3 日の高等法院判決も、2017 年 1 月 24 日の最高裁判決も、政府一存ではできず国会の立

法を事前に要すると判断した。判決に対して脱退派の新聞・市民・政治家が過激に反発し、

とくに高等法院判決に対しては一部メディアが判事らを「人民の敵 Enemies of the People」

と非難するほどだった。）そのうえで、中村は最高裁判決について、理由づけと結論は妥当

だとしつつも、逆にそれゆえに、法と政治の乖離が目立ち、代表民主主義のみ考える「国会

主権の原則」は直接民主主義の国民投票の正統性を十分に位置づけられておらず、今回の判決でもこの点は何ら

考察がなされなかったと指摘した。そこで理論的にはこの際、「国民主権」へと転換することも考えうるが、イ

ギリスの政治風土ではまだそういった根本的な変更論はでそうにない、と報告した。

▼倉持 孝司 教授

この報告に対して倉持孝司は、あえて反対の見地からいくつか質問をし、中村報告の明確化を

求めた。たとえば、本件は Brexit 政治に影響を与えうる政治的事案であるのに法的問題だけ

を判断したことが妥当だったのかと問うた。また、法的に裁くにせよ、脱退通知は手続開始の

通知にすぎず、撤回も可能かもしれず、結論が見えているわけではないから、外交大権により

政府が一存で通知できるとする主張のほうが適切なのではないか、などを問うた。これに対し

て 中村から応答がなされた。

▼若松 邦弘 教授

次に政治学の見地から、若松邦弘は、今回の Brexit 判決は結局脱退に向けた政治の「手続」

に対する異論であったが、国会議員の三分の二は投票前、EU 残留派だったから、脱退通知

の前に国会の立法を要するという手続になれば、国会で脱退の結論が逆転する可能性があ

り、脱退派も僅差の多数であって基盤の脆弱さを感じていた。だから通知前の手続を問う

訴訟に対して脱退派の国民や多くの議員から激しい攻撃がなされたと論じた。

▼小川 有美教授

小川有美は、視点をヨーロッパに移し、ヨーロッパ諸国で国民投票がどのように政治的

に用いられてきたかを概観し、スウェーデンでは国民投票の結果とは逆の決定を国会が

した例もあることや、大きな傾向的特徴としては、政権党が勝てる見込みがあるときに

国民投票をするといえるが、近時は政権党の政策が逆に国民投票で否決される例が重な

っていることも指摘し、この現象をどう分析するかの視点をいくつか紹介しつつも、結

論としては、イギリスだけでなくヨー ロッパ諸国をふくめ、国民投票をどう政治と法の中に位置づけるかはまだ

論議が足りないと論じた。

その後、司会者は会場からの質問を求め、活発な質疑応答が行われた。たとえば、

アメリカでのトランプ政権の誕生と Brexit は何らかの結びつきがあるか、日本での

憲法改正では国民投票が要件だが、Brexit やヨーロッパの国民投票からの教訓はあ

るのか、Brexit 判決後、スコットランドはどういう立場をとるだろうか、Brexit 判

決の最高裁が国会や政府に対して司法権を強めようとしているのではないか、イギ

リス最高裁の裁判官の任命過程は民主的に統制されているのか、といったさまざま

の質問がよせられ、盛会となり、時間も 30 分延長して終了した。
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（２）公開講演会（２２回）

2016年

5月

5月27日 【第１回】

国際的難民保護の危機に対応する

講 師 ジェームズ・C・ハサウェイ ミシガン大学ロースクール教授

通 訳 宮川 成雄 研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授

※参加者 107名（含 学生43名）

6月 6月27日 【第２回】

「法律の留保」について―台湾での議論をてがかりに

講 師 牟 憲魁 山東大学法学部教授

※参加者 14名

7月 7月16日 【第３回】

ロシアにおける裁判制度・弁護士制度

講 師 松嶋 希会 弁護士

※参加者 23名

8月 8月3日 【第４回】

「発展の権利」と新グローバル法システムの構築

講 師 汪 習根 武漢大学法学院教授

通 訳 王 樹良 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程

※参加者 17名

8月31日 【第５回】

イギリスのＥＵ離脱とＥＦＴＡ（ヨーロッパ自由貿易連合）･ＥＥＡ（ヨーロッパ経済領域）

講 師 カール・バウデンバッハー サンクトガレン大学教授/EFTA裁判所長官

※参加者 40名（含 学生8名）

10月 10月 11日 【第６回】

ドイツ憲法下の戦争権限

講 師 ファビアン・デュッセル チュービンゲン大学リサーチフェロー

※参加者 10名（含 学生4名）

10月 13日 【第７回】

グローバル立憲主義：危機それとも更なる発展？

講 師 アンネ・ピータース マックス・プランク研究所(比較公法･国際法)所長

※参加者 24名

▲ 2 枚とも第 1 回「国際的難民保護の危機に対応する」(2016.5.27)
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11月 11月 1日 【第８回】

最近のＥＵにおける環境・エネルギー・気候変動法の発展について

講 師 クルト・デケテラーレ ルーヴァン・カトリック大学法学部教授

※参加者 25名（含 学生4名）

11月 7日 公開講演会

【第９回】ドイツ公法学におけるネットワーク論の到達点と課題

講 師 ヤン・ツィーコウ シュパイヤー行政大学教授

通 訳 松原 有里 明治大学商学部教授

※参加者 17名（含 学生1名）

11月 16日 【第１０回】

英米の犯罪化論における危害原理

講 師 アンドレアス・フォン・ハーシュ フランクフルト大学名誉教授

通 訳 竹川 俊也 日本学術振興会特別研究員／

早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程

※参加者 16名

12月 12月 1日 【第１１回】

オバマケアの現状と課題

講 師 ヘイディ・アレン コロンビア大学社会福祉大学院助教

通 訳 野口 晴子 早稲田大学政治経済学術院教授

※参加者 35名（含 学生20名）

12月 2日 【第１２回】

Competition Law in the Digital Age － The Emerging Focus on Platforms

講 師 クリストファー・ユー ペンシルバニア大学ロースクール教授

ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ 土田 和博 研究所員、早稲田大学法学学術院教授

※参加者 22名

12月 14日 【第１３回】

米国著作権法におけるフェア・ユース

講 師 セス・シェルダン ベンジャミン Ｎ･カードーゾ法科大学院兼任教授

※参加者 8名

▲ 第 9 回「ドイツ公法学におけるネットワーク論の到

達点と課題」(2016.11.7)

▲ 第 12 回「Competition Law in the Digital Age

－ The Emerging Focus on Platforms」(2016.12.2)
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2017年

1月

1月10日 【第１４回】
一国二制度の下での憲法対話：空間と限界
講 師 傅 華伶 香港大学法学部教授
通 訳 但見 亮 一橋大学法学研究科准教授
※参加者 11名（含 学生3名）

1月10日 【第１５回】
Brexitの香港への影響：体制に基づく観察
講 師 張 憲初 香港大学法学部教授
通 訳 但見 亮 一橋大学法学研究科准教授
※参加者 11名（含 学生3名）

1月20日 【第１６回】
The New Generation of EU Trade and Investment Agreements
講 師 アンナ・デルーカ ボッコーニ大学法学部教授
ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ 石川 知子 名古屋大学国際開発研究科准教授
※参加者 10名（含 学生3名）

1月31日 【第１７回】
オランダにおける出生前スクリーニングおよび診断―いくつかの法的および道徳的側面―
講 師 ペーター・タック ナイメーヘン大学法学部名誉教授
通 訳 甲斐 克則 研究所員、早稲田大学大学院法務研究科教授
※参加者 50名（含 学生30名）

3月 3月7日 【第１８回】
中国農地法制改革と持続可能な発展
講 師 陳 小君 広東外語外貿大学土地法制研究院長、教授
通 訳 文 元春 研究所員、早稲田大学法学学術院助教
※参加者 13名（含 学生3名）

3月21日 【第１９回】
International Law as a Belief System
講 師 ジャン・ダスプルモン マンチェスター大学法学部教授
※参加者 8名（含 学生4名）

3月30日 【第２０回】
中国における個人情報にまつわるいくつかの問題
講 師 王 成 北京大学法学院教授
通 訳 李 碩 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程
※参加者 7名

3月30日 【第２１回】
中国民事強制執行に関する立法および司法実務―存在する問題点およびその対策
講 師 亓 培氷 弁護士
通 訳 文 元春 研究所員、早稲田大学法学学術院助教
※参加者 7名

3月30日 【第２２回】
中国会社法上の清算義務者の権利侵害責任
講 師 張 愛軍 弁護士
通 訳 楊 遠舟 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程
※参加者 7名

▲ 第 18 回「中国農地法制改革と持続可能な発展」

(2017.3.7)

▲ 第 19 回「International Law as a Belief System」

(2017.3.21)
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運営体制（2016 年 9 月 21 日現在）

所長 幹事

中村 民雄（法学学術院教授） 若林 泰伸（法学学術院教授）

管理委員

青木 則幸 秋山 靖浩 浅倉 むつ子 浅古 弘 石田 京子

磯村 保 今関 源成 岩原 紳作 上野 達弘 内田 義厚

江泉 芳信 大塚 直 大塚 英明 岡田 外司博 尾崎 安央

甲斐 克則 河野 真理子 菊池 馨実 楜澤 能生 黒沼 悦郎

小西 暁和 三枝 健治 須網 隆夫 高林 龍 竹内 寿

田村 達久 中村 民雄 箱井 崇史 原田 俊彦 萬歳 寛之

本間 靖規 松澤 伸 宮川 成雄 山口 斉昭 若林 泰伸

（五十音順）
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構成員（2016 年 9月 21 日現在）

兼任研究所員

※所属、氏名、専門の順に記載

（憲法・行政法） （商法）

法学学術院 今関 源成 憲法
総合研究機構

プロジェクト研究所
犬飼 重仁

資本市場法制、

企業金融

法学学術院 岡田 正則 行政法 法学学術院 岩原 紳作 商法

法学学術院 金澤 孝 憲法 法学学術院 上村 達男 商法

政治経済学術院 川岸 令和 憲法 法学学術院 江頭 憲治郎 商法

社会科学総合学術院 黒川 哲志 行政法、環境法 法学学術院 大塚 英明 商法

社会科学総合学術院 後藤 光男 行政法、憲法 法学学術院 尾崎 安央 商法

法学学術院 首藤 重幸 行政法、租税法 社会科学総合学術院 川島 いづみ 商法

法学学術院 田村 達久 行政法 法学学術院 岸田 雅雄 商法

法学学術院 戸波 江二 憲法 法学学術院 黒沼 悦郎 商法

法学学術院 中島 徹 憲法 商学学術院 柴崎 暁 商法

法学学術院 中山 代志子 行政法 法学学術院 鳥山 恭一 商法

社会科学総合学術院 西原 博史 憲法 商学学術院 中村 信男 商法

法学学術院 長谷部 恭男 憲法 法学学術院 箱井 崇史 商法

法学学術院 人見 剛 行政法 法学学術院 福島 洋尚 商法・会社法

法学学術院 水島 朝穂 憲法 法学学術院 若林 泰伸 商法

法学学術院 渡辺 徹也 租税法 商学学術院 和田 宗久 会社法

法学学術院 渡辺 宏之 商法

（民法） （刑事法）

法学学術院 青木 則幸 民法 法学学術院 天田 悠 刑法、医事法

法学学術院 秋山 靖浩 民法 法学学術院 石川 正興 刑事政策

法学学術院 磯村 保 民法 法学学術院 井上 正仁 刑事訴訟法

法学学術院 岩志 和一郎 民法 法学学術院 小川 佳樹 刑事訴訟法

国際学術院 内田 勝一 民法 法学学術院 甲斐 克則 刑法

法学学術院 近江 幸治 民法 法学学術院 川上 拓一 刑事訴訟法

社会科学総合学術院 大西 泰博 民法、土地法 法学学術院 北川 佳世子 刑法

法学学術院 大場 浩之 民法 法学学術院 小西 暁和 刑事政策

法学学術院 鎌田 薫 民法 法学学術院 杉本 一敏 刑法

法学学術院 鎌野 邦樹 民法 法学学術院 高橋 則夫 刑法

教育・総合科学学術院 北山 雅昭 民法 法学学術院 田山 聡美 刑法

法学学術院 後藤 巻則 民法 法学学術院 寺崎 嘉博 刑事訴訟法

法学学術院 三枝 健治 民法 社会科学総合学術院 仲道 祐樹 刑法

法学学術院 白石 大 民法 法学学術院 松澤 伸 刑法

法学学術院 瀬川 信久 民法 法学学術院 松原 芳博 刑法

法学学術院 棚村 政行 民法 法学学術院 山口 厚 刑法

法学学術院 橋本 有生 民法

法学学術院 山口 斉昭 民法、医事法 （労働法・社会保障法）

法学学術院 山城 一真 民法 法学学術院 浅倉 むつ子 ジェンダー

法学学術院 山野目 章夫 民法 法学学術院 石田 眞 労働法

社会科学総合学術院 吉田 和夫 民法 法学学術院 菊池 馨実 社会保障法

法学学術院 吉田 克己 民法 法学学術院 島田 陽一 労働法

社会科学総合学術院 清水 敏 労働法

法学学術院 竹内 寿 労働法

https://researchers.waseda.jp/profile/ja.89ca03c6f6d692a43fd0e321626d9b6e.html
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※所属、氏名、専門の順に記載

（民事手続法） （基礎法）

法学学術院 上野 泰男 民事訴訟法 法学学術院 浅古 弘 法制史

法学学術院 内田 義厚 民事訴訟法 法学学術院 石田 京子 法社会学・法曹倫理

法学学術院 加藤 哲夫 民事手続法 商学学術院 宇野 和夫 社会学

法学学術院 菅原 郁夫 民事訴訟法 法学学術院 大橋 麻也 フランス法

法学学術院 勅使川原 和彦 民事訴訟法 法学学術院 楜澤 能生 法社会学・農業法

法学学術院 本間 靖規 民事手続法 法学学術院 笹倉 秀夫 法思想史

法学学術院 松村 和德 民事訴訟法 社会科学総合学術院 多賀 秀敏 国際関係論

法学学術院 山本 研 民事手続法 法学学術院 中村 民雄 英米法

法学学術院 原田 俊彦 法制史

（国際関係法） 法学学術院 文 元春 中国法

法学学術院 江泉 芳信 国際私法・国際取引法 法学学術院 水林 彪 基礎法

法学学術院 河野 真理子 国際法 法学学術院 宮川 成雄 英米法

法学学術院 久保田 隆 国際金融法 社会科学総合学術院 横野 恵 医事法、生命倫理

法学学術院 清水 章雄 国際法 法学学術院 和田 仁孝 法社会学、紛争処理法

法学学術院 須網 隆夫 ＥＵ法

法学学術院 道垣内 正人 国際私法 （先端・展開）

法学学術院 萬歳 寛之 国際法 法学学術院 上野 達弘 知的財産法

法学学術院 古谷 修一 国際法 法学学術院 大塚 直 民法・環境法

法学学術院 岡田 外司博 経済法

（実務系） 法学学術院 高林 龍 知的所有権

法学学術院 太田 茂 刑事訴訟法 法学学術院 土田 和博 経済法

法学学術院 奥山 健志 会社法 法学学術院 ﾗｰﾃﾞﾏｯﾊ ｸﾘｽﾄﾌ 知的財産権法

法学学術院 鴨田 哲郎 社会法学

法学学術院 小島 延夫 行政法 （その他）

法学学術院 清水 保彦 刑事弁護 商学学術院 岩村 充 金融論

法学学術院 田中 昌利 民事訴訟法 政治経済学術院 仲内 英三 西洋政治史

法学学術院 西口 元 民事訴訟法

法学学術院 松原 正明 民事訴訟実務

法学学術院 松本 真輔 会社法

https://researchers.waseda.jp/profile/ja.07b5861e7d123d1236bd76c27bf61adc.html
http://researchers.waseda.jp/profile/ja.ecbd5ae3098aa1ae69dc420a7d67a96c.html
https://researchers.waseda.jp/profile/ja.e373f2d0070121d136bd76c27bf61adc.html
http://researchers.waseda.jp/profile/ja.08c52600ac9815c99b36fc9884c57991.html
https://researchers.waseda.jp/profile/ja.08c52600ac9815c9837154a4cec30326.html
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招聘研究員

外国民事訴訟法研究 アジア憲法学の比較研究

立教大学大学院法務研究科 安達 栄司 東京大学大学院法学政治学研究科 宍戸 常寿

TMI 総合法律事務所 川中 啓由 上智大学法科大学院 高見 勝利

福島大学行政政策学類法学系 金 炳学 英米少年法研究

明治学院大学法学部 近藤 隆司 国士舘大学法学部・大学院総合知的財産法学研究科 加藤 直隆

東洋大学法科大学院 坂本 恵三 国士舘大学法学部 宍倉 悠太

千葉大学大学院専門法務研究科 杉本 和士 国士舘大学法学部 辰野 文理

流通経済大学法学部 田㞍 泰之 熊本大学法学部 内藤 大海

首都大学東京都市教養学部法学系 棚橋 洋平 国士舘大学法学部 吉開 多一

明治大学法科大学院 中山 幸二 経済行政法理論の比較法的研究

大阪市立大学社会科学系研究院創造都市研究科 久末 弥生 金沢大学人間社会研究域法学系 長内 祐樹

名城大学法学部 柳沢 雄二 愛媛大学法文学部 権 奇法

21 世紀憲法変動の下での憲法の規範力 名古屋大学大学院法学研究科 下山 憲治

立正大学法学部・大学院法学研究科 李 斗領 駒澤大学法科大学院 趙 元済

弘前大学人文学部 河合 正雄 東洋大学法科大学院 寺 洋平

東京学芸大学教育学部 斎藤 一久 金沢大学人間社会研究域法学系 平川 英子

福岡大学法学部 實原 隆志 青山学院大学法学部 府川 繭子

明治学院大学法学部 ジロドウ イザベル 大東文化大学法学部 森 稔樹

拓殖大学政経学部 高橋 雅人 平成国際大学法学部 山田 真一郎

岩手県立大学総合政策学部 千國 亮介 桃山学院大学経営学部・大学院経営学研究科 山本 順一

新潟大学人文社会・教育科学系 根森 健 中国裁判事例研究

埼玉大学人文社会科学研究科 三宅 雄彦 亜細亜大学法学部 夏 雨

杏林大学総合政策学部 劉 迪 新潟大学法学部 國谷 知史

データベース作成を目的としたフランス法全般の最新動向の分析 北陸大学未来創造学部 胡 光輝

聖学院大学政治経済学部 石川 裕一郎 博士学位取得者 孔 暁鑫 

常葉大学法学部 小山 敬晴 一橋大学大学院法学研究科 伹見 亮

白鷗大学法学部 白石 智則 愛知大学大学院法務研究科 松井 直之

立正大学法学部 馬場 里美 千葉商科大学商経学部 御手洗 大輔

筑波大学法科大学院 日野 辰哉 中国社会科学院法学研究所 呂 艶濱

国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討 医事法の総合的研究

青山学院大学法学部 伊藤 敬也 国立精神神経研究所 一家 綱邦

首都大学東京都市教養学部法学系 金 知萬 九州大学病院臨床研究推進部門 河原 直人

首都大学東京都市教養学部法学系 種村 佑介 北海学園大学 千葉 華月

青山学院大学大学院法務研究科 浜辺 陽一郎 芝浦工業大学 本田 まり

アメリカ最高裁判所の研究 東洋大学 武藤 眞朗

関東学院大学法学部 原口 佳誠 イギリス最高裁判所研究

ブリティッシュ・コロンビア大学法学部 松井 茂記 東北大学法科大学院教授 芹澤 英明

カリフォルニア大学ヘィスティングス校ﾛー ｽｸー ﾙ 宮澤 節生 帝塚山大学法学部教授 佐野 隆

関東学院大学法学部 吉田 仁美 東京大学大学院法学政治学研究科 浅香 吉幹

英米刑事法研究 立教大学法学部教授 溜箭 将之

明治大学法学部 内田 幸隆 国際責任法の研究

名城大学法学部・大学院法学研究科 加藤 克佳 駿河台大学法学部 小中 さつき

名古屋大学大学院法学研究科 小島 淳 学習院女子大学国際文化交流学部 櫻井 大三

同志社大学大学院司法研究科 洲見 光男 愛知学院大学法学部 尋木 真也

早稲田大学大学院法務研究科 田中 利彦 立正大学法学部 永田 高英

岡山大学大学院社会文化科学研究科 原田 和往 名古屋学院大学法学部 皆川 誠

東洋大学法学部 松田 正照 國學院大学法学部 宮内 靖彦

筑波大学ビジネスサイエンス系 渡邊 卓也 EU 法最新動向研究

専修大学法学部 小場瀬 琢磨
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北欧法制の研究 国際法の分断化の研究

高崎経済大学経済学部経営学科 尾形 祥 北海道大学大学院法学研究科 児矢野 マリ

筑波大学人文社会系 木崎 峻輔 青山学院大学法学部 申 惠丰 

愛媛大学法文学部 田川 靖紘 横浜市立大学国際総合科学部 瀬田 真

清和大学法学部 李 艶紅 政策研究大学院大学政策研究科 鶴田 順

「持続可能社会」法学 上智大学法学部 廣見 正行

専修大学法学部 飯 考行 英語使用者のための民法解説に関する研究

高岡法科大学法学部 上地 一郎 高崎経済大学地域政策学部 大河原 眞美

高知大学教育研究部人文社会科学系 緒方 賢一 中央大学法学部 小賀野 晶一

常葉大学法学部 小川 祐之 中央大学大学院法務研究科 ローゼン ダニエル

株式会社農林中金総合研究所 亀岡 鉱平 不法行為法改正に向けた基礎的考察

中部大学経営情報学部 久米 一世 東洋大学法学部 大坂 恵里

富山大学人間発達科学部 高橋 満彦 東北大学大学院法学研究科 中原 太郎

人口減少社会における社会法学の総合的研究 京都大学大学院法学研究科 橋本 佳幸

姫路獨協大学人間社会学群 大木 正俊 愛知学院大学法学部 前田 太朗

茨城大学人文学部 鈴木 俊晴

四天王寺大学経営学部 常森 裕介

独立行政法人労働政策研究・研修機構 内藤 忍

独立行政法人労働政策研究・研修機構 細川 良
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